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エグゼクティブ・サマリー 

 

1. 背景と目的 

本調査は、神奈川県「令和年度介護ロボット実用化促進事業委託」の一環として、介護

現場におけるロボット・ICT 機器導入による生産性向上効果を検証することを目的とす

る。長期的な人口減少と超高齢化の進展に伴い、介護現場における労働力不足は深刻化の

一途を辿っている。このような状況下で、介護サービスの質と量を維持・向上させるため

には、従来の労働集約型オペレーションから脱却し、テクノロジーを活用した生産性向上

の取り組みが不可欠である。本調査では、介護現場の現実的なニーズに基づき選定された

4 種類の機器（見守り機器、移乗支援機器、職員連絡用ヘッドセット、コミュニケーショ

ンロボット）を実際の介護施設に導入し、導入前後の変化を比較分析することで、その効

果と課題を実証的に明らかにすることを目指した。 

2. 方法 

 本調査は、介入前後のデータを比較する事前事後調査（pre- and post-survey）の形式で

実施された。神奈川県内の介護施設を対象に、約 1 ヶ月の事前検証期間（ベースラインデ

ータ収集）の後、約 1.5 ヶ月の事後検証期間（介入期間）を設け、各施設の職員および利

用者に関するデータを収集した。分析は、記述統計による導入前後の平均値比較に加え、

線形回帰分析を用いた統計解析により行われた。統計解析では、機器導入そのものの効果

を推定する単回帰分析に加えて、結果に影響を与えうる共変量（年齢、性別、介護業務歴

等）を統制した重回帰分析、さらには観測されていない個人や施設の固定的な特性を考慮

した固定効果モデル分析を用いることで、より精緻な効果の推定を試みた。 

3. 結果 

 本分析を通じて、各機器の導入効果に関して以下の主要な結果が導出された。 

 

3.1. 見守り機器 

見守り機器の導入は、夜勤職員の業務効率化と心理的負担の軽減に効果を示した。統計

解析の結果、機器導入後、夜間の総訪室回数は 1 シフトあたり平均で 8.4 回有意に減少し

ており、これは主に定時巡回の削減によるものであった。この業務の効率化は、職員の時
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間の使い方に直接的な影響を与えている。年齢や性別等の影響を考慮した分析では、直接

介護時間が約 40 分減少し、それに伴い休憩時間が約 49 分と統計的に有意に増加した。さ

らに、職員の心理的ストレスを測定する SRS-18 スコアも有意な低下を示しており、精神

的な負担が軽減されたことが示唆された。 

一方で、当初想定した移動距離が減少し身体的負担が軽減するという仮説に反し、歩

数、移動距離、消費カロリーといった身体活動量の指標は、統計的に有意ではないもの

の、わずかに増加する傾向が見られた。これは、定時巡回のような緩やかな持続的活動

が、アラートに対応するための迅速かつ目的志向の移動へと業務パターンが変化したこと

を示唆している。 

 

3.2. 移乗支援機器 

移乗支援機器の導入は、職員の身体的負担、特に腰痛の軽減において明確な効果が確認

された。職員の自己申告による腰の痛みの程度（5 段階評価）は、機器導入後に平均 0.6

ポイントと統計的に有意に低下した。しかし、その一方で、職員の心理的ストレス（SRS-

18）は、統計的に有意ではないものの、平均 0.6 ポイント上昇する傾向が見られた。 

この結果は、テクノロジー導入における重要な課題を浮き彫りにする。すなわち、身体

的負担を軽減する有効なツールであっても、その操作への不慣れや利用者の安全への懸

念、あるいは既存のケア手順の変更に伴う認知的な負荷が、新たな心理的ストレス源とな

りうる可能性が示唆される。 

 

3.3. 職員連絡用ヘッドセット 

職員間のコミュニケーションを円滑化することを目的としたヘッドセット（インカム）

の導入効果については、記述統計レベルでは歩数と消費カロリーの減少が見られた一方

で、移動距離が増加するというやや一貫性のない結果が示されている。さらに、個人差等

を考慮したより厳密な統計解析では、いずれの活動量指標においても統計的に有意な変化

は認められなかった。 

心理的ストレス（SRS-18）に関しても、導入前後で大きな変化はなく、わずかな増加傾

向が見られたものの統計的に有意ではなかった。また、導入後の職員アンケートでは、コ

ミュニケーションが円滑化したと回答した職員が約半数いる一方で、残りの半数近くは

「変わらない」と回答しており、効果の実感が限定的であることが示された。ただし、本

項目はデータ量が限られており、結果の解釈には慎重さを要する。 
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3.4. コミュニケーションロボット 

コミュニケーションロボットの導入は、施設利用者の精神的健康状態にポジティブな影

響を与える可能性が示唆された。利用者の精神的健康状態を示す WHO-5 尺度（25 点満

点）の平均スコアは、導入前の 14.2 点から導入後には 15.2 点へと改善する傾向が見られ

た。この 1 点の上昇は、うつ病の疑いがあるとされる 13 点未満のラインから離れる方向

にあり、臨床的に意味のある変化の可能性を示している。 

ただし、こうした改善は統計的な有意水準には達しなかった。これは、本検証の対象者

数が 38 名と非常に少なかったことに起因する可能性が高い。 

 

4. 結論 

 本研究の結果から、介護ロボット・ICT 機器の導入は、介護現場の業務効率化や身体的

負担軽減に寄与する可能性が示唆された。しかしながら、一部の機器では心理的ストレス

の増加も見られ、機器の選定や導入後の運用においては、職員への十分な研修やサポート

体制の構築が重要であることが示唆される。また、機器の習熟度やオペレーションの定着

には時間を要する可能性があり、長期的な視点での効果検証が必要である。 

 今後は、本研究をパイロットスタディとして位置づけたうえで、比較群の設定や介入対

象のランダム化を行ったうえで、より大規模かつ多様な施設での実証研究へと発展させる

ことで、機器導入効果の一般化可能性を高めることが望ましい。こうした研究デザインの

もと実証が行われることにより、より頑健な形で介護現場のニーズに合致したロボット・

ICT 機器の導入の効果の検証が可能になるものと期待される。 

本研究の結果から、介護ロボット・ICT 機器の導入は、介護現場の業務効率化や身体的

負担軽減に寄与する可能性が示唆された。特に、見守り機器における業務効率化や移乗支

援機器における身体的負担軽減など、介護現場に具体的な便益をもたらす可能性が示唆さ

れている。しかしながら、一部の機器では心理的ストレスの増加傾向が見られるなど、新

たな課題も明らかになった。これは、機器の選定や導入プロセスにおいて、単なる技術的

なトレーニングに留まらず、業務フローの再設計、そして職員への心理的なサポート体制

の構築が極めて重要であることを示している。また、機器に関する習熟度やオペレーショ

ンの定着には時間を要する可能性があり、長期的な視点での効果検証が必要である。 

同時に、本研究はいくつかの方法論的な限界を有していることを認識する必要がある。

具体的には、①機器を導入しない比較対照群が設定されていないこと、②一部の検証でサ

ンプルサイズが小さいこと、③介入期間が比較的短期であることなどが挙げられる。これ
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らの要因は、本調査によって得られた結果の一般化可能性を限定的なものとする要素とい

える。したがって、今後の展望として、本研究をパイロットスタディと位置づけた上で、

より頑健なエビデンスを構築するべく、介入群と比較群を無作為に割り付ける無作為化比

較試験（RCT）の導入や、より大規模かつ多様な施設を対象とした効果検証が望まれる。 

こうしたより厳格な研究デザインを通じて、介護現場における介護ロボット機器の導入

効果がより明確に検証され、政策的支援や介護現場における意思決定に資する質の高い知

見が創出されるものと期待される。 

以上 
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第 1 章 業務の概要 

1.1 本業務の目的 

 本受託業務は、神奈川県「令和６年度介護ロボット実用化促進事業委託」における集計

及び分析業務の遂行を目的とするものである。具体的には、株式会社善光総合研究所が実

施する①効果検証に関するデータ収集の方法等に関する助言を行ったほか、 ② 提供を受

けた効果検証データの集計及び集計結果票の作成、そして③集計結果を踏まえた分析およ

び考察を行ったものである。  

 

1.2 本業務の意義と特徴 

 長期的な人口減少と超高齢化が進展し、生産性年齢人口が減少しつつあるなか介護現場

における労働力不足は、これまで以上に深刻化している。そうしたなかにあって、介護サ

ービスの質・量を維持・向上させるためには、従来の労働集約型のオペレーションに対し

てロボットや ICT といった科学技術の活用を通じた生産性向上の取組が不可欠である。 

 本業務では、まず介護施設における課題とその解決に寄与しうる機器の種別の対応関係

を整理したうえで、目指すべき方向性や改善策の案が検討された。そのうえで、介護施設

における機器の導入難度や実際にロボット等の導入を通じた改善状況を評価するために取

得するべきデータを検討することで、本年度の事業において評価対象とすべき機器につい

て優先順位を決定した。 

 このように、本事業は単に機器開発側のシーズ・オリエンテッドな効果検証を目的とし

たものではなく、介護現場に存在する現実のニーズとマッチングしたうえで、実際の現場

の課題感の解決に合致すると思われる機器を実際の介護現場に導入し、一定期間の利用を

通じて生産性がどのように変化するのかを前後比較の観点から検証している点に特徴がみ

られる。なお、本検証にあたっては、厚生労働省老健局高齢者支援課「介護ロボット等に

よる生産性向上の取組に関する効果測定事業 報告書」（令和 5 年 3 月）を参考としてい

る。 
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表 1-1. 検証対象の検討と取得データの概要 

主な課題 対応機器 目指す方向性 改善策案 導入難度 取得するデータ 

夜勤職員の

業務負荷軽

減 

見守り支

援（ベッ

ドセンサ

ー等） 

「定時巡視廃

止」による、職

員の負担軽減と

生産性向上を目

指す 

夜間の定時巡視を廃

止。それに伴い、訪

室回数の削減を図る 

低 導入前後の巡視

における巡視時

間 

移乗支援時

の職員の身

体的負担の

軽減 

移乗支援 

 （非装

着） 

移乗支援機器に

より、職員の腰

痛防止を目指す 

様々な移乗支援シー

ンで機器での移乗支

援を行う 

中 導入前後の人で

の移乗支援から

機器での移乗支

援の回数 

 心理的負担等

の変化(SRS-18

等） 

職員同士の

円滑な情報

共有 

コミュニ

ケーショ

ン 

離れた場所にい

る職員を探しに

行ったり、大き

な声で呼びかけ

たりすることな

く、インカムを

通じて、スムー

ズに連絡・相談

を行う 

職員間報告や相談事

項について、その場

を離れずに情報共有

を行う 

 緊急時等の看護職

員への連絡について

も、館内放送ではな

く、インカムを活用

して迅速に行う 

低 心理的負担等の

変化(SRS-18

等） 

被介護者と

介護職員

（及び家

族）との意

思疎通 

コミュニ

ケーショ

ン・レク

リエーシ

ョン 

被介護者のコミ

ュニケーション

能力の向上、会

話によるＱＯＬ

向上を目指すと

ともに、それに

伴う介護職員

（及び家族）の

負担軽減を図る 

被介護者が日常的に

コミュニケーション

ロボットを使用し、

使用前後での状態の

比較を行う 

 また、介護職員

（及び家族）の負担

軽減度の変化も併せ

て比較を行う 

低～中 利用者のＱＯＬ

等の変化（ＷＨ

Ｏ-５等） 

心理的負担等の

変化(SRS-18

等）＊ 
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＊ 実際にはこのデータは取得されていない 

1.3. 分析・考察の概要 

1.3.1. 分析の概要  

 本業務では、介護事業所においてロボット機器の導入による生産性の変化を検証するこ

とを目的とした分析を行った。 

 具体的には、株式会社善光総合研究所から本学に対する委託契約に基づき、分析対象と

なるデータを受領したうえで、集計および統計解析が可能な形にデータクリーニングを行

ったうえで、①見守り機器、②移乗支援機器、③インカム、④コミュニケーションロボッ

トの 4 種類の機器について、記述統計と統計解析を行った。記述統計では、機器導入前後

の各調査項目の平均値を算出した。 

 統計解析においては線形回帰分析を用い、各調査項目に関して機器導入の効果推定を行

った。推定にあたっては、機器導入そのものの効果の分析（単回帰）のほか、結果に影響

を与えうる要素（共変量；年齢、性別、身長、体重、介護業務歴等）を考慮した分析や、

結果に影響を及ぼす可能性があるものの観測されていない要素（固定効果）を考慮した分

析をあわせて行った。コミュニケーションロボットの統計解析では、コミュニケーション

ロボット利用者と非利用者の比較を行った。 

 

1.3.2. 分析の対象 

 本事業における分析対象となる機器については、現実の介護現場のニーズを踏まえつ

つ、株式会社善光総合研究所が神奈川県内に本社・事業所を有する企業を優先的に選定し

たものである（表 1-2）。 

 本検証は、事前事後調査（pre- and post-survey）の形で実施された。実際のデータの取

得は、神奈川県の協力を得ながら善光総合研究所がリクルートした対象施設に対する伴走

支援の一環として、データ取得の依頼と取得方法に関するオリエンテーション等が実施さ

れ、事前検証期間（約 1 か月）の後に、後検証期間として約 1.5 か月の間実際に各施設の

職員によって自記式の回答として入力・記録され、検証期間後に回収されたものである。 

 なお、本業務における分析対象となるデータの取得にかかる手続きはすべて善光総合研

究所が実施しており、本学はデータの取得に関与していないほか、実際に提供されたデー

タは匿名化されたデータである。 
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表 1-2. 分析対象となる導入機器と対応施設数 

課題類型 検証機器 対応施設数 

見守り支援 株式会社バイオシルバー「aams」 10 施設 

移乗支援 株式会社 FUJI「Hug」 3 施設 

職員連絡（インカム） Shokz「OPEN RUN」 5 施設 

コミュニケーション 富士ソフト株式会社「パルロ」 3 施設 

  

1.3.3. 分析項目 

 本報告書では、各機器各機器について以下のような項目を設定し、分析結果を第 2 章か

ら第 5 章にかけて記載した。実際の調査においては、ヒアリング調査等も実施されている

が、本報告書においてはデータの記述統計となる集計結果および統計解析結果のみを記述

する。なお、第 6 章では、分析を通じて明らかとなった本調査の限界および今後に向けた

改善点について述べる。 

 

見守り機器（第 2 章） 

 集計結果 

 見守り機器導入による、職員の業務時間への影響 

 見守り機器導入による、職員の活動量への影響 

 見守り機器導入による、訪室回数への影響  

  

移乗支援機器（第 3 章） 

 集計結果 

 移乗支援機器の導入が、職員の腰痛に与える影響 

 移乗支援機器の導入が、SRS-18 に与える影響 

  

職員連絡（ヘッドセット）（第 4 章） 

 集計結果 



- 13 - 

 

 ヘッドセットの導入効果 

 ヘッドセットの導入が、職員の SRS-18 に与えた影響 

  

コミュニケーションロボット（第 5 章） 

 集計結果 

 コミュニケーションロボットの導入が、介護事業所の利用者に与えた影響 

 

結果の解釈にあたっての留意点（第 6 章） 

 

1.4. 実施体制 

本事業の実施に際しては、本学イノベーション政策研究センター（CIP）内にプロジェ

クトチームを発足させ、同センター研究員および本学ヘルスイノベーション研究科

（SHI）教員が連携して事業を遂行した。本プロジェクトの推進メンバーおよび体制図

は、図 1 および表 1-3 の通りである。 

 

 

図 1. 実施体制（センター全体） 
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表 1-3. 実施体制（プロジェクトメンバー） 

氏名 所属・肩書 役割 

黒河 昭雄  神奈川県立保健福祉大ヘルスイノベーシ

ョン研究科 講師    

プロジェクトマネジメン

ト、分析・考察 

草野 哲史  神奈川県立保健福祉大学イノベーション

政策研究センター 研究員   

データクリーニング、解

析の実施、分析・考察  

熊澤 大輔  神奈川県立保健福祉大学イノベーション

政策研究センター 研究員    

調査設計への助言、  

分析・考察  

  

1.5. 実施スケジュール 

本事業は、図表 1-3 のスケジュールで実施した。大きく、前半（９月）・中盤（１月～

2 月中下旬）・後半（2 月中下旬～3 月）の 3 つのフェーズから構成された（表 1-4）。 

スケジュールの前半は、効果検証の計画作成にあたり調査項目に関する助言等を行っ

た。その後、善光総合研究所による介護事業所における前検証および後検証を経て、2025

年 1 月より受領したデータのクリーニングを開始し、解析ソフトによる読み込みが可能な

形にデータを加工・変更する作業を 2 月中下旬にかけて実施した。最終的に、データクリ

ーニングが終了したデータセットをもとに、記述統計および統計解析を実施し、その結果

を本分析結果報告書および概要資料の作成を行った。 

   

表 1-4．実施スケジュールの概要 
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善光総合研究所との打ち合わせは、表 1-5 の日程で実施した。特に、上記のスケジュー

ルに記載のとおり、前半は見守り機器・移譲支援・コミュニケーションロボット・インカ

ムに関する効果検証計画の確認と修正や追加の検討を行った。また、前検証および後検証

の段階においては、実際に機器の導入を行う介護施設における導入検証に関する視察を実

施した。データ受領後のクリーニング期間については解析が具体的に進捗していないこと

から、特に打ち合わせ等を実施していないが、1 月下旬および 2 月下旬にはそれぞれ効果

検証のデザインに関する課題について論点整理を行うとともに、改善案についての提案を

行った。3 月上旬に中間解析結果を提示したうえで、最終的に 3 月中旬に本報告書をとり

まとめた。 

 

図表 1-5．打ち合わせ・サイトビジット実績 

回次 日時 場所 議題 

第 1 回 2024 年 9 月 12 日（木） 

15:00～16:00 

  

Zoom オンライン 

  

見守り機器・移譲支援・コミ

ュニケーションロボットに関

する効果検証計画の確認 

第 2 回 2024 年 9 月 19 日（木） 

13:00～15:00 

  

Zoom オンライン 

  

・インカムに関する効果検証

計画の確認 

・各種調査帳票の確認 

第 3 回 2024 年 10 月 24 日（木） 

10:00～11:00 

  

介護老人福祉施設 

わかたけ富岡 

伴走支援先（介護老人福祉施

設わかたけ富岡）視察訪問 

第 4 回 2024 年 12 月 18 日（水） 

13:30～14:30 

  

介護老人福祉施設寒

川ホーム  

伴走支援先（介護老人福祉施

設寒川ホームデイサービス）

視察訪問 

第 5 回 2025 年 1 月 30 日（木） 

16:00～17:00 

  

Zoom オンライン 

  

効果検証デザインの課題と改

善案についての検討 
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第 6 回 2025 年 2 月 26 日（水） 

11:00～12:00 

  

Zoom オンライン 

  

調査の実施方法等についての

意見交換 

第 7 回 2025 年 3 月 4 日（火） 

11:00～12:00 

  

Zoom オンライン 

  

調査結果に関する中間報告  
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第 2 章 見守り機器 

2. 1. 概要 

2.1.1. 目的 

 見守り機器を導入することにより、夜勤職員の見守り業務の負担軽減が可能か、機器の

導入前後を比較することで実証することを目的とした調査を実施した。 

  

2.1.2 実証仮説 

 次のような介護現場における課題および機器導入による効果を想定したうえで、それに

対応する評価項目を設定して実証が行われた。 

 

（１）課題 

 夜勤中に居室を定期訪室/随時訪室する時間が夜勤中の他業務の時間や仮眠/休憩時間

を圧迫している。 

 夜勤中、担当範囲全体を常に注意を払って見守らなければならないため、精神的に負担

となっている。 

 夜勤中の訪室に伴う移動のため、移動距離が多くなり身体的に負担となっている。 

 

（２）想定する主な効果 

 定期訪室/随時訪室時間が減少する。それが一因となって夜勤中の仮眠/休憩時間が増

加する。 

 見守り機器の通知や画面に注意を払えば対応ができるため、必要とされる注意力が減

少する。結果として、夜勤中の心理的負担が減少する。 

 定期訪室/随時訪室回数が減少するため、夜勤中の移動距離が減少する。結果として、

身体的負担が軽減する。 

 

（３）評価項目 

 夜勤中の定期巡視時間/随時訪室時間（業務時間調査） 

 夜勤中の仮眠/休憩時間（業務時間調査） 

 夜勤中の定期巡視回数/随時訪室回数（訪室回数調査） 



- 18 - 

 

 夜勤に従事した職員の心理的負担（SRS-18 に基づくアンケート調査） 

 夜勤に従事した職員の歩数（歩数調査） 

  

2.1.3. 実証機器 

メーカー名：aams 

機器名：株式会社バイオシルバー 

 

2.1.4. 実証施設 

実証の対象となった施設は下記のとおりである。今回、実証の対象として選定された施

設はいずれも見守り機器は未導入の介護施設である。 

 

表 2-1. 実証施設一覧 

 法人名 種別 事業所名 定員

（人） 

職員数 

（人） 

所在地 

1 社会福祉法人

セイワ 

介護老人福祉施設 介護老人福祉施設みや

うち 

130 67 川崎市 

2 株式会社学研

ココファン 

地域密着型特定施

設入居者生活介護 

ココファンメゾン大庭 21 31 藤沢市 

3 株式会社学研

ココファン 

短期入所生活介護 ココファンメゾン大庭 9 12 藤沢市 

4 株式会社学研

ココファン 

地域密着型特定施

設入居者生活介護 

ココファンメゾン鵠沼 29 30 藤沢市 

5 社会福祉法人

一燈会 

特定施設入居者生

活介護 

ザ・プライム 52 29 開成町 

6 社会福祉法人

一燈会 

地域密着型介護老

人福祉施設 

地域密着型介護老人福

祉施設 メゾン・開成 

29 28 開成町 

7 社会福祉法人

一燈会 

認知症対応型共同

生活介護 

グループホーム はな

の路 

18 12 開成町 

8 社会福祉法人

一燈会 

認知症対応型共同

生活介護 

グループホーム はな

の家 

18 14 二宮町 

9 社会福祉法人

一燈会 

認知症対応型共同

生活介護 

グループホーム はな

の里 

18 13 中井町 
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10 社会福祉法人

一燈会 

特定施設入居者生

活介護 

介護付き有料老人ホー

ム 中井ザ・プライム 

40 19 中井町 

 

2.1.5. 実証方法 

 実証機器を用いるエリア/利用者/職員を選定した。選定後、機器導入前の事前調査をお

こなった。その後、機器を導入、2 週間程度使用の後、事後調査を行った。また、効果検

証や今後の施策検討の参考とするため、事業所の責任者を対象としたヒアリング調査が実

施された。 

 

（１）実証時期 

 エリア/利用者/職員の選定：令和 6 年 9 月下旬～10 月上旬 

 調査 

･ 事前調査：令和 6 年 10 月中旬～10 月下旬 

･ 上記期間中にアンケート調査を実施 

･ 事後調査：令和 6 年 11 月 

･ 2 週間程度使用の後、アンケート調査を実施 

･ ヒアリング調査：令和 6 年 12 月上旬 

 

（２）実証調査の概要 

①エリア/利用者/職員の選定 

 実証機器を使用するエリアを選定する。エリアには、居室/共同生活室/トイレ/脱衣所

など移乗介助を行うことが想定されるエリアが含まれるよう留意する。 

･ 当該実証機器は防水機能を有しないため、浴室内には持ち込まないよう留意する。 

 実証機器利用の対象となる利用者を３人選定する。 

 上記で選定した３人の移乗介助を行う職員を実証対象職員として選定する。（6 人程度

が利用することを想定） 

 実証対象利用者を実証対象職員が移乗介助を行う場合は、原則として実証機器を活用

するよう周知する。 

②機器の使用 

 実証対象利用者を実証対象職員が移乗介助を行う場合は、原則として実証機器を活用

するようにする。 

 使用期間は 2 週間とする。 
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③調査 

各種調査は次のとおり実施された。 

 

表 2-2. 調査概要 

調査名 調査対象者 実施時期 方法 調査概要 

業務時間調査 夜勤職員 事前調査/事

後調査 

自記式 ・１分刻みで自身が実施した

作業項目を記入する調査。 

・5 夜勤分実施。見守り機器設

置エリアの夜勤職員が回

答。 

・時間帯：21 時～翌 7 時 

・可能な限り業務ごとに記

入。最低でも 30 分に 1 回 

訪室回数調査 夜勤職員 事前調査/事

後調査 

自記式 ・定期訪室の回数/時間、個別

訪室の回数をアンケートに

より回答 

職員アンケート

調査 

夜勤職員 事前調査/事

後調査 

自記式 ・SRS-18 に基づくアンケート

調査を実施 

活動量調査 夜勤職員 事前調査/事

後調査 

自記式 ・職員に活動量計を持たせた

うえで歩数/移動距離/消費

カロリーをカウントする調

査を実施 

・業務時間調査と同様の時間/

日数で実施 

ヒアリング調査 実証責任者 事後調査後 自記式 ・効果検証の評価、課題等に

ついて把握するために 1 回

行う。 

2.1.6. リスクに対する対応 

･ 利用者又は職員に危険が及ぶと介護事業所の実証責任者が判断した場合は、実証を中

止することとした。 
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2.1.7. 備考 

･ 選定された職員に対して、移乗介助の際にどのくらいの頻度で使ったのか/使わなかっ

たときはどのような理由からか、把握するための質問も行う。 

 

2. 2. 集計結果 

2.2.1.見守り機器 導入と職員の業務時間の関係 

業務時間調査の結果から、夜勤に従事した職員の直接介護（体位交換、排泄介助、食事

支援等）、間接業務（巡回、文書作成、清掃等）及び休憩（休憩、仮眠）について、それ

ぞれの平均時間を見守り機器導入前後で比較した（図 2-1～2-3）。直接介護時間は 268.9

分から 251.7 分に 17.2 分、間接業務時間は 385 分から 333.5 分にそれぞれ減少した一方

で、休憩時間は 172 分から 218.1 分に 46.1 分増加した。このことから、見守り機器導入に

よって直接・間接の業務時間の減少と休憩時間の増加が確認された。 

 

  

図 2-1. 見守り機器導入前後の直接介護時間の平均（単位：分） 

 



- 22 - 

 

図 2-2. 見守り機器導入前後の間接業務時間の平均（単位：分） 

 

 

 

図 2-3. 見守り機器導入前後の休憩時間の平均（単位：分） 
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2.2.2. 見守り機器導入と職員の活動量の関係 

夜勤職員が携帯する活動量計の記録により、職員の歩数、移動距離及び消費カロリーそ

れぞれの平均を見守り機器導入前後で比較した（図 2-4～2-6）。歩数は 6791.2 歩から

7064.3 歩、移動距離は 4.1km から 4.4km に、消費カロリーは 975.2kcal から 1195.7kcal にそ

れぞれ増加した。これらの結果から、見守り機器の導入そのものは直接的には職員の身体

活動とは関連していないようである。 

 

 

図 2-4. 見守り機器導入前後の歩数（単位：歩） 
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図 2-5. 見守り機器導入前後の移動距離（単位：km） 

 

 

 

図 2-6. 見守り機器導入前後の消費カロリー（単位：kcal） 
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2.2.3. 見守り機器導入と職員の心理的ストレスの関係 

全 18 項目からなるストレス反応測定尺度（SRS-18； 0～7 点をストレス反応が「弱

い」、8～19 点を「普通」、20～31「やや高い」、32 点以上をストレス反応が「高い」

と分類。）を用い、見守り機器導入前後の夜勤職員の SRS-18 平均得点を比較した（図 2-

7）。SRS-18 は導入前 8.6 点に比べ、導入後は 7.9 点と減少していた。わずかな変化ではあ

るが、見守り機器導入によって心理的ストレスが低減した可能性がある。 

 

 

 

図 2-7. 見守り機器導入前後の SRS-18 得点 
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2.2.4. 見守り機器導入と訪室回数の関係 

訪室回数調査の結果から定期巡視及び随時訪室の記録を確認し、見守り機器導入前後の

内容毎の回数を比較した（図 2-8～2-14）。 

総訪室回数をはじめ、定期巡視や随時訪室の複数項目（睡眠確認、離床対応、排泄確

認）で訪室回数は減少していた。その一方、不穏な動きへの対応回数がやや増加していた

ことに加え、容体変化への対応は増加していた。 

全般的な訪室回数の減少に加え、定期巡視や一部の随時訪室を減少させており、一定の

負担軽減を確認できる。 

 

 

 

図 2-8. 見守り機器導入前後の総訪室回数 
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図 2-9. 見守り機器導入前後の定期巡視回数 

 

 

 

図 2-10. 見守り機器導入前後の随時訪室回数（睡眠状況の確認） 
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図 2-11. 見守り機器導入前後の随時訪室回数（不穏な動きの確認） 

 

 

 

図 2-12. 見守り機器導入前後の随時訪室回数（離床への対応） 
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図 2-13. 見守り機器導入前後の随時訪室回数（容体変化への対応） 

 

 

 

図 2-14. 見守り機器導入前後の随時訪室回数（排泄の確認・対応） 
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2. 3. 統計解析結果 

2.3.1. 見守り機器導入による職員の業務時間への影響 

 見守り機器を導入したことによる職員の業務時間への影響効果を、導入した施設単位及

び職員単位で推定した。施設単位での推定の結果（表 2-3）、直接介護は約 3 分、間接業

務は約 5 分それぞれ減少、休憩時間は約 22 分増加する傾向がみられたが、いずれにも統

計的に有意（偶然ではない可能性が高い）な差はみとめられなかった。 

 

表 2-3. 見守り機器が業務時間に与える影響(施設単位) 

 推定モデル 単回帰 固定効果 

 
直接介護 間接業務 休憩時間 直接介護 間接業務 休憩時間 

見守り機器導入後 -3.415 -4.944 21.84 -3.415 -4.944 21.84 

 (2.380) (3.486) (13.28) (2.380) (3.486) (13.28) 

定数項 30.35*** 31.85*** 81.77*** 30.35*** 31.85*** 81.77*** 

  (4.895) (4.779) (11.71) (1.190) (1.743) (6.641) 

観測数 9 9 9 9 9 9 

()内は標準誤差 

∗ p < 0.1, ∗∗ p < 0.05, ∗∗∗ p < 0.01 

 

 

 職員単位での推定（表 2-4）では、年齢や介護業務歴、性別の影響を考慮した推定で、

直接介護が約 40 分減少し、休憩時間が約 49 分増加しており、それぞれ統計的に有意な差

がみられた。 

 

表２-4. 見守り機器が業務時間に与える影響（職員単位) 

推計モデル 単回帰 共変量 固定効果 

 
直接介護 間接業務 休憩時間 直接介護 間接業務 休憩時間 直接介護 間接業務 

休憩時

間 

見守り機器

導入後 -34.52 -37.72 50.15** -39.71 -29.82 61.93*** -39.53* -44.44 

48.72**

* 

 
(23.36) (33.85) (18.62) (24.80) (39.88) (20.28) (22.90) (36.05) (16.49) 

          

年齢 
   

-0.788 -4.057 0.383 0 0 0 
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(1.404) (2.853) (1.372) (.) (.) (.) 

          

男性 
   

7.924 -15.87 23.06 0 0 0 

    
(41.37) (68.71) (31.92) (.) (.) (.) 

          

介護業務歴 
   

-2.837 4.546 1.089 0 0 0 

        (2.981) (4.183) (2.109) (.) (.) (.) 

観測値数 63 63 63 56 56 56 56 56 56 

()内は標準誤差 

∗ p < 0.1, ∗∗ p < 0.05, ∗∗∗ p < 0.01 

 

2.3.2. 見守り機器導入による職員の活動量への影響 

 年齢や介護業務歴、性別の影響を考慮した推定で、歩数が 375 歩、距離が約 380m、消

費カロリーが約 68 キロカロリーそれぞれ増加しているが、いずれにも統計的に有意（偶

然ではない可能性が高い）な差はみとめられなかった（表 2-5）。そのため、見守り機器

が活動量には影響を与えていない可能性が示唆される。 

 

表 2-5. 見守り機器の導入が活動量に与える影響 

推計モデル 単回帰 共変量 固定効果 

 
歩数 距離 

カロリ

ー 歩数 距離 

カロリ

ー 歩数 距離 

カロリ

ー 

見守り機器

導入後 230.3 0.141 212.1 680.8 0.565 279.2* 375.3 0.381 68.34 

 
(481.6) (0.428) (148.7) (471.1) (0.424) (158.0) (323.8) (0.418) (81.26) 

年齢 
   

-22.46 -0.0235 18.54 0 0 0 

    
(55.73) (0.0362) (15.21) (.) (.) (.) 

介護業務歴 
   

133.5 0.149 -20.89 0 0 0 

    
(178.8) (0.119) (26.24) (.) (.) (.) 

男性 
   

830.3 1.233 -65.78 0 0 0 

        (1570.6) (0.891) (328.6) (.) (.) (.) 

観測値 82 81 76 70 69 65 70 69 65 

()内は標準誤差 

∗ p < 0.1, ∗∗ p < 0.05, ∗∗∗ p < 0.01 
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2.3.3. 見守り機器導入による職員の心理的ストレス反応尺度(SRS-18)への影響 

 年齢、介護業務歴、性別を考慮して推計した場合、見守り機器の導入が SRS-18 を約 0.6

点減少させたが、統計的に有意ではなかった。（表 2-6）。 

 

表 2-6. 見守り機器の導入が SRS18 に与える影響 

推計モデル 単回帰 共変量 固定効果 

見守り機器導入後 -0.441 -0.924 -0.577 

 
(0.971) (0.862) (0.800) 

年齢 
 

-0.342* 0 

  
(0.169) (.) 

    
介護業務歴 

 
0.406* 0 

  
(0.238) (.) 

    
男性 

 
-1.928 0 

  
 

(3.521) (.) 

観測値 74 63 63 

()内は標準誤差 

∗ p < 0.1, ∗∗ p < 0.05, ∗∗∗ p < 0.01 

 

2.3.4. 見守り機器導入による訪室回数への影響 

 見守り機器の導入が、訪室回数に与えた影響は、夜間の総訪室回数を 8.4 回、定期巡視

を 2.5 回、睡眠状況の確認を 2.1 回、離床対応を 1.0回不穏な動きの確認を 1.9 回、排泄確

認を 1.0回それぞれ減少させた。そのうち、総訪室回数は統計的に有意に減少していた。

また利用者の容態の変化への対応は増加していたが、0.1回と軽微であった（表 2-7）。 
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表 2-7. 見守り機器の導入が訪室回数に与える影響 

  
総訪室回数 定期巡視 

睡眠状況の

確認 

利用者の 

離床 

不要な動き 

の確認 

容体変化へ

の対応 

排泄の 

確認・対応 

パネル A：単回帰       

見守り機器導入後 -7.168 -4.817* 0.0361 -0.202 -1.620 0.0851 -0.650 

 
(5.593) (2.811) (1.730) (1.023) (1.112) (0.112) (2.135) 

年齢        

 
       

介護業務歴        

 
       

男性        

 
       

観測値 81 81 81 81 81 81 81 

 
       

パネル B: 共変量       

見守り機器導入後 -9.512 -5.929* -0.898 -0.207 -1.881 0.120 -0.715 

 
(6.140) (3.117) (1.517) (1.110) (1.573) (0.138) (2.585) 

年齢 1.202** 0.564** 0.231 0.0518 0.105 0.00919 0.241 

 
(0.582) (0.269) (0.174) (0.0714) (0.161) (0.00602) (0.240) 

介護業務歴 -2.367* -0.871 -0.355 -0.0299 -0.332 -0.00215 -0.777 

 
(1.322) (0.554) (0.245) (0.139) (0.346) (0.00768) (0.550) 

男性 0.920 0.0127 0.00618 -1.785 -0.722 0.00187 3.407 

 
(16.55) (6.518) (1.771) (1.580) (4.496) (0.101) (6.820) 

観測値 72 72 72 72 72 72 72 

 
       

パネル C: 固定効果       

見守り機器導入後 -8.437* -2.519 -2.071 -1.031 -1.955 0.176 -1.038 

 
(4.545) (2.531) (1.527) (1.060) (1.191) (0.143) (1.496) 

年齢 0 0 0 0 0 0 0 

 
(.) (.) (.) (.) (.) (.) (.) 

介護業務歴 0 0 0 0 0 0 0 

 
(.) (.) (.) (.) (.) (.) (.) 

男性 0 0 0 0 0 0 0 

 
(.) (.) (.) (.) (.) (.) (.) 

観測値 72 72 72 72 72 72 72 

()内は標準誤差 

∗ p < 0.1, ∗∗ p < 0.05, ∗∗∗ p < 0.01 
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2. 4. 小括 

 本調査における仮説は、以下の通りであった。  

 

（１） 定期訪室/随時訪室時間が減少する。それが一因となって夜勤中の仮眠/休憩時間が

増加する。 

（２） 見守り機器の通知や画面に注意を払えば対応ができるため、必要とされる注意力

が減少する。結果として、夜勤中の心理的負担が減少する。 

（３） 定期訪室/随時訪室回数が減少するため、夜勤中の移動距離が減少する。結果とし

て、身体的負担が軽減する。 

 

 集計結果にみられたように、（１）訪室回数については、訪室回数全体及び定期巡視、

さらに随時訪室の複数の項目で回数が減少していた。実際に、直接介護時間および間接業

務時間がそれぞれ減少した分、休憩時間が増加していることが窺われており、この点は仮

説が支持される結果となっている。 

 次に（２）の心理的負担の軽減については、SRS-18 の平均得点が延減少していることか

ら、心理的ストレスが低下している様子が窺われる。ただし、それが求められる注意力が

減少した結果からどうかについては本調査の設計上明らかではない。 

 最後に（３）の移動距離の減少と身体的負担の軽減についてである。本項目は、当初の

仮説に反して、歩数および移動距離、消費カロリーのいずれについても微増していること

が窺える。これは前述のとおり訪室回数が増加していることと関連している可能性が指摘

できる。本調査では、身体的な負担感に関するデータを直接的に取得していないことから

これらの微増がどのような影響を与えるかは明らかではないものの、必ずしも負担感が大

きく増加しているわけではないものと推察される。 

 統計解析の結果からも、必ずしも統計的に有意とはいえない点を一部含むものの、全体

としては見守り機器を導入することで、施設単位および個人単位のどちらにおいても、直

接介護時間と間接業務時間の減少、そして休憩時間の増加が確認されており、機器導入に

よって業務の効率化につながっていることが示唆されている。 
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3. 移乗支援機器 

3.1. 概要 

3.1.1. 目的 

移乗支援機器を導入することにより、腰への負担や精神的負担が軽減することが可能

か、機器の導入前後を比較することで実証することを目的とした。 

  

3.1.2. 実証仮説 

次のような介護施設における課題および機器導入による効果を想定したうえで、それに

対応する評価項目を設定して実証が行われた。 

 

（１）課題 

･ 移乗介助時に腰への負担を職員が感じている。 

･ 転倒に注意しながら移乗介助を行わなければならないため、精神的負担を職員が感じ

ている。 

 

（２）想定する主な効果 

･ 腰への負担の軽減 

･ 精神的負担の軽減 

 

（３）評価項目 

･ 職員の腰の状態の変化（JLEQ を用いた職員アンケート調査） 

･ 職員の心理的負担の変化（SRS-18 を用いた職員アンケート調査） 

  

3.1.3. 実証機器 

メーカー名：株式会社ＦＵＪＩ 
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機器名：Hug 

   

3.1.4. 実証施設 

実証の対象となった施設は下記のとおりである。今回、実証の対象として選定された施

設はいずれも見守り機器は未導入の介護施設である。 

 

表 3-1. 実証施設一覧 

 法人名 種別 事業所名 
定員

（人） 

職員数 

（人） 
所在地 

1 株式会社プラ

スキュアー 

地域密着型療養

通所介護 

ハローケアセンター 9 15 相模原市 

2 特定医療法人

社団清心会 

介護老人保健施

設 

介護老人保健施設清流苑 100 97 藤沢市 

３ 株式会社ぐる

んとびー 

看護小規模多機

能型居宅介護 

介護小規模多機能型居宅

介護ぐるんとびー駒寄 

29 16 藤沢市 

 

3.1.4. 実証方法 

 実証機器を用いるエリア・利用者/職員が選定された。選定後、機器導入前の事前調査

を行う。その後、機器を導入、2 週間程度使用の後、事後調査を実施された。また、効

果検証や今後の施策検討の参考とするため、事業所の責任者を対象としたヒアリング調

査も行われている。 

 

3.1.5. 実証施設 

実証時期 

･ エリア/利用者/職員の選定：令和 6 年 9 月下旬～10 月上旬 

･ 調査 

･ 事前調査：令和 6 年 10 月中旬～10 月下旬 

･ 上記期間中にアンケート調査を実施 

･ 事後調査：令和 6 年 11 月 

･ 2 週間程度使用の後、アンケート調査を実施 
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･ ヒアリング調査：令和 6 年 12 月上旬 

 

3.1.6. 実証調査の概要 

（１）エリア/利用者/職員の選定 

･ 実証機器を使用するエリアを選定する。エリアには、居室/共同生活室/トイレ/脱衣

所など移乗介助を行うことが想定されるエリアが含まれるよう留意する。 

･ 当該実証機器は、防水機能を有しないため、浴室内には持ち込まないよう留意す

る。 

･ 実証機器利用の対象となる利用者を３人選定する。 

･ 上記で選定した３人の移乗介助を行う職員を実証対象職員として選定する。（6 人程

度が利用することを想定） 

･ 実証対象利用者を実証対象職員が移乗介助を行う場合は、原則として実証機器を活用

するよう周知する。 

 

（２）機器の使用 

･ 実証対象利用者を実証対象職員が移乗介助を行う場合は、原則として実証機器を活用

するようにする。 

･ 使用期間は 2 週間とする。 

 

（３）調査 

各種調査は次のとおり実施した。 

 

表 3-2. 調査概要 

調査名 調査対象者 実施時期 方法 調査概要 

腰の状態に関する

アンケート調査 

機器利用を

行う職員 

事前調査/事

後調査 

自記式 JLEQ を用いたアンケート調査を

事前/事後に１回ずつ行う。 

心理的負担に関す

るアンケート調査 

機器利用を

行う職員 

事前調査/事

後調査 

自記式 SRS-18 を用いた職員アンケート

調査を事前/事後に１回ずつ行う。 
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ヒアリング調査 実証責任者 事後調査後 自記式 効果検証の評価、課題等について

把握するために 1 回行う。 

 

3.1.7. リスクに対する対応 

･ 利用者又は職員に危険が及ぶと介護事業所の実証責任者が判断した場合は、実証を中

止するとされた。 

 

3.1.8. 備考 

･ 選定された職員に対して、移乗介助の際にどのくらいの頻度で使ったのか/使わなかっ

たときはどのような理由からか、把握するための質問が行われた。 
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3.2. 集計結果 

3.2.1. 移乗支援機器の導入と腰痛の関係 

移乗支援機器を利用した職員へのアンケート結果から、腰の痛みの程度を 5 段階（1＝

痛みなし、2＝少し痛みあり、３＝通常の痛みあり、4＝通常の痛みより強い痛みあり、5

＝これまで経験した最も激しい痛み）で整理し、移乗支援機器導入の前後で比較した（図

3-1）。導入前 2.6 から導入後の 2.2 に減少した。移乗支援機器の導入後、職員の身体的負

担が一定程度緩和している。 

 

 

図 3-1. 移乗支援機器導入前後の腰の痛みの程度の平均（1～5 で回答） 
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3.2.2. 移乗支援機器の導入と職員の心理的ストレスの関係 

移乗支援機器を利用した職員に対してアンケートを行い、SRS-18 を用いて移乗支援機器

導入前後の心理的ストレスを比較した（図 3-2）。移乗支援機器導入前の 6.3 点から導入後

6.8 点にやや増加したが、心理的ストレス反応としては「弱い」水準を推移している。  

 

 

図 3-2. 移乗支援機器導入前後の SRS-18 得点 
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3.3. 統計解析結果 

3.3.1. 移乗支援機器の導入が職員の腰痛に与える影響 

 職員の身長、体重、年齢といった要素を考慮したうえで推計を行ったところ、移乗支援

機器の導入は、職員の腰の痛みの程度を 0.6 減少させることが観察され、統計的に有意で

あった（表 3-3）。 

 

表 3-3. 移乗支援機器の導入が腰痛に与える影響 

モデル 単回帰 共変量 固定効果 

移乗支援機器導入後 -0.300 -0.407 -0.600* 

 
(0.284) (0.285) (0.306) 

    
身長 

 
-0.0561 0 

  
(0.0613) (.) 

    
体重 

 
0.155** 0 

  
(0.0677) (.) 

    
年齢 

 
-0.0248 0 

  
(0.0211) (.) 

    
男性 

 
-1.386** 0 

  
 

(0.592) (.) 

観測数 28 25 25 

（ ）内は標準誤差 

∗ p < 0.05, ∗∗ p < 0.01, ∗∗∗ p < 0.001 

 

 

3.3.2. 移乗支援機器の導入が SRS-18 に与える影響 

 職員の身長、体重、年齢といった要素を考慮したうえで推計を行ったところ、移乗支援

機器の導入は、SRS-18 を 0.6 点増加させることが観察されたが、統計的に有意ではなかっ

た（表 3-4）。 
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表 3-4. 移乗支援機器の導入が SRS-18 に与える影響 

モデル 単回帰 共変量 固定効果 

移乗支援機器導入後 0.500 0.600 0.600 

 
(0.796) (1.039) (0.962) 

身長 
 

-0.551 0 

  
(0.353) (.) 

体重 
 

0.831 0 

  
(0.504) (.) 

年齢 
 

-0.221 0 

  
(0.137) (.) 

男性 
 

-7.355 0 

  
 

(5.475) (.) 

観測数 36 30 30 

（ ）内は標準誤差 

∗ p < 0.05, ∗∗ p < 0.01, ∗∗∗ p < 0.001 

 

3. 4. 小括  

 本調査における仮説は、以下の通りであった。  

 

(1) 腰への負担の軽減 

(2) 精神的負担の軽減 

 

 集計結果にみられたように、まず腰への負担の軽減については、仮説のとおり機器の導

入を通じて 0.6 点減少していることから負担感が多少軽減されている様子が窺われた。一

方で、精神的負担の軽減については、仮説に反して SRS-18 のスコアが機器導入後で上昇

しており、導入前に比べて心理的ストレスが高まっている結果となった。この点は、本調

査からは必ずしも明確な要因が特定できないが、新たな機器の使用に対する習熟度合いや

オペレーションとしての定着といった支援者側の事情に加え、利用者が実際に機器を使用

するうえでの不安定性などの事情が影響しているものと推察される。 

 統計解析の結果からも、移乗支援ロボットの導入は、主観的なスケールで腰痛を 0.6 程

度減少させる結果となっている。また、精神的な負担感についても、統計的に優位ではな

いものの、心理的な負荷が上昇していることが確認されている。このことから、機器導入
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によって腰への負担が軽減される可能性があるものの、一定の心理的な負荷がかかる結果

があらためて示唆されている。  
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4.職員連絡（ヘッドセット） 

4.1. 調査概要 

4.1.1. 目的 

 常時通話可能なインカムを導入することにより、職員間連絡の迅速化/円滑化が可能か、

機器の導入前後を比較することで実証することを目的とした。 

  

4.1.2. 実証仮説 

 次の課題/効果を想定したうえで、それに対応する評価項目を設定して実証を行われた。 

 

（１）課題 

･ 他の職員へ連絡を行いたいとき、当該職員を探すための不必要な移動が生じている。 

･ 他の職員へ気軽に応援要請/相談/確認をするための手段がないため、心理的に不不安

である。 

 

（２）想定する主な効果 

･ 他の職員を探すための不必要な移動が減少する。結果として、身体的負担が軽減す

る。 

･ 他の職員へ気軽に応援要請/相談/確認ができるようになる。結果として、精神的負担

が軽減する。 

 

（３）評価項目 

･ 職員の歩数・距離・消費カロリー（活動量調査） 

･ 職員の心理的負担（SRS-18 に基づくアンケート調査） 

･ 職員間連絡の円滑化の状況（アンケート調査で事後的に確認） 
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4.1.3. 実証機器 

 以下の３つの機器により職員間で常時通話可能な環境を構築された。実際に検証の対

象となったのは、Shokz 社の OPEN RUN である。 

 

ヘッドセット：OPEN RUN/Shokz 

端末：iphone se/apple 

通話アプリ：FACE TIME 

  

 4.1.4. 実証施設 

実証の対象となった施設は下記のとおりである。今回、実証の対象として選定された施

設はいずれも見守り機器は未導入の介護施設である。 

 

表 4-1. 実証施設一覧 

 法人名 種別 事業所名 
定員

（人） 

職員数 

（人） 
所在地 

1 社会福祉法人

啓生会 

地域密着型通所

介護 

リハビリ＆デイサービス 

アーブル・ヴェール 

18 12 三浦市 

2 社会福祉法人

吉祥会 

介護老人福祉施

設 

寒川ホーム介護老人福祉

施設 

64 35 寒川町 

3 社会福祉法人

若竹大寿会 

介護老人福祉施

設 

介護老人福祉施設わかた

け富岡 

144 111 横浜市 

4 社会福祉法人

東洋会 

介護老人福祉施

設 

特別養護老人ホームたち

ばなの里ユニット 

50 35 小田原市 

5 社会福祉法人

セイワ 

介護老人福祉施

設 

介護老人福祉施設鷲ヶ峯 120 55 川崎市 

6 医療法人啓和

会 

通所リハビリテ

ーション 

野末整形外科歯科内科通

所リハビリテーション 

73 31 川崎市 

  

4.1.5. 実証機器 

･ 実証エリア/職員が選定された。 

･ 機器導入前の事前調査を行う。（5 日間） 
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･ 機器導入後の事後調査を行う。（5 日間） 

･ 効果検証や今後の施策検討の参考とするため、事業所の責任者を対象としたヒアリン

グ調査を行う。 

 

（１）実証時期 

･ エリア/職員の選定：令和 6 年 9 月下旬～10 月上旬 

･ 調査 

･ 事前調査：令和 6 年 10 月中旬～10 月下旬のうち５日間 

･ 事後調査：令和 6 年 11 月のうち５日間 

･ ヒアリング調査：令和 6 年 12 月上旬 

  

（２）実証調査の概要 

①エリア/職員/時間の選定 

･ 実証機器を用いるエリアを選定する。 

･ 原則として１フロアなどオペレーション遂行の単位で選定する。 

･ そのフロアに勤務する職員を実証対象職員として選定する。（最大でも 20 名程

度を想定） 

･ 実証時間は 6：00～13：00 とする。この時間帯に起床→朝食介助→入浴介助→昼

食介助が行われることが多い。職員間の情報伝達がもっとも頻度高く行われるこ

とになるため。 

 

②機器の使用 

･ 実証中は、常に実証機器を装着して通話を行うようにする。 

･ 使用方法については、メーカーによる説明のほか、善光会職員による使用例の伝達を

行う。 

･ 実証中、実証対象職員は活動量計（オムロン社 活動量計カロリスキャン HJA-

331T1）を装着する。 

③調査 
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各種調査は次のとおり実施された。 

 

表 4-2. 調査概要 

調査名 調査対象者 実施時期 方法 調査概要 

活動量調査 職員 事前調査/事

後調査 

自記式 ・職員に活動量計を持たせたう

えで歩数/移動距離/消費カロ

リーをカウントする調査を実

施 

・5 日分実施。 

・実証時間：6:00～13:00 

職員アンケート調

査 

職員 事前調査/事

後調査 

自記式 ・SRS-18 等に基づくアンケート

調査を実施 

・事後調査においては、職員間

連絡の円滑化状況に関する質

問も設ける。 

ヒアリング調査 実証責任者 事後調査後 自記式 ・効果検証の評価、課題等につ

いて把握するために 1 回行

う。 

  

4.1.6. リスクに対する対応 

･ 利用者又は職員に危険が及ぶと介護事業所の実証責任者が判断した場合は、実証を中

止することとされた。 

 

4.1.7. 備考 

･ 職員の性別/年齢/職務経験はフェイスシートを作って個人の属性を見ることができる

よう留意することとされた。 
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4.2. 集計結果 

4.2.1. ヘッドセット導入と職員の活動量の関係 

ヘッドセットを利用した職員が携帯する活動量計の記録により、歩数、移動距離及び消費

カロリーそれぞれの平均を見守り機器導入前後で比較した（図 4-1～4-3）。歩数は 5263.1

歩から 4895.1 歩、消費カロリーは 1089.9kcal から 976.1kcal それぞれ減少した一方で、移

動距離は 3.5km から 6.6km に増加した。移動距離の増加については、平均値に対する外れ

値の影響も考えられるが、歩数や消費カロリーは減少傾向であり、ヘッドセット導入が移

動に伴う負荷の軽減につながる可能性が示唆される。 

 

 

図 4-1. ヘッドセット導入前後の歩数（単位：歩） 
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図 4-2. ヘッドセット導入前後の移動距離（単位：km） 

 

 

 

 

図 4-3. ヘッドセット導入前後の消費カロリー（単位：kcal） 
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4.2.2. ヘッドセット導入と職員の心理的ストレスの関係 

ヘッドセットを利用した職員に対してアンケートを行い、SRS-18 を用いてヘッドセット

導入前後の心理的ストレスを比較した（図 4-4）。導入前 9.8 点から導入後 10 点にわずか

に増加したが、心理的ストレスとしては普通程度で推移している。 

 

 

図 4-4. ヘッドセット導入前後の SRS-18 得点 

 

4.2.3. 職員連絡の円滑化に関するアンケート調査結果 

ヘッドセット導入後の職員間連絡が円滑になったかどうか、1「他の職員にヘルプを頼

みやすくなったか」、2「他の職員に相談や確認を行いやすくなったか」、3「フロア全体

に情報共有を行いやすくなったか」、4「他職種との連携を行いやすくなったか」の 4 項

目について職員アンケートを行った（図 4-5）。 

他の職員へのヘルプの頼みやすさについては、回答者 83 人中、約 40％の 33 人で頼みや

すくなったと回答した。同様に、2.他の職員への相談・確認の行いやすさについては約

45％（37 人）、3.フロア全体への情報共有の行いやすさについては約 36％（30 人）、4.他

職種との連携の行いやすさについては約 39％（32 人）が、それぞれ行いやすくなったと

回答した。これらの回答から、ヘッドセットの導入が半数近くの職員に対し、何らかの職
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員間連絡の円滑化がもたらされたと考えられる。その一方で、4 割から 5 割程度が「変わ

らない」と回答している点にも留意する必要がある。 

 

 

図 4-5. 職員間連絡の円滑化に関するアンケート結果 
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4. 3. 統計解析結果 

4.3.1. ヘッドセットの導入が職員の活動量に与えた影響 

 職員個人の年齢、業務歴、性別などといった属性の影響を考慮し推定した結果、距離が

0.1km、消費カロリーが 31.5 キロカロリー、歩数が 95 歩、それぞれ減少したが、いずれも

統計的に有意ではなかった（表 4-3）。 

 

表 4-3. ヘッドセットの導入が職員の活動量に与えた影響 

モデル 単回帰 共変量 固定効果 

 距離 消費カロリー 歩数 距離 消費カロリー 歩数 距離 消費カロリー 歩数 

ヘッドセット導入後 -0.249 -150.2** -329.8* -0.249 -155.4** -322.2* -0.190 -31.49 -95.02 

 (0.171) (58.24) (189.4) (0.175) (64.84) (188.8) (0.185) (38.39) (150.4) 

年齢    0.00469 1.888 2.377 0 0 0 

    (0.0156) (10.52) (19.87) (.) (.) (.) 

介護業務歴    -0.0456 -36.43 -44.36 0 0 0 

    (0.0276) (22.64) (46.20) (.) (.) (.) 

男性    0.191 -14.61 280.3 0 0 0 

    (0.510) (396.7) (635.3) (.) (.) (.) 

定数項 
3.369**

* 
1170.9*** 

4955.0**

* 

3.343**

* 
1318.9** 

4994.6**

* 

3.358**

* 
1122.5*** 

4863.0**

* 

  (0.290) (174.2) (336.4) (0.822) (624.7) (1086.7) (0.0983) (20.45) (80.12) 

観測数 269 270 270 269 270 270 260 261 261 

（ ）内は標準誤差 

∗ p < 0.05, ∗∗ p < 0.01, ∗∗∗ p < 0.001 
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4.3.2. ヘッドセットの導入が職員の SRS-18 に与えた影響 

 職員個人の年齢、業務歴、性別などといった属性の影響を考慮し推定した結果、SRS-18

が 1.2 増加し心理的ストレスについて負の影響がみられるが、統計的に有意ではなかった

（表 4-4）。 

 

表 4-4. ヘッドセットの導入が職員の SRS-18 に与えた影響 

モデル 単回帰 共変量 固定効果 

ヘッドセット導入後 0.619 0.719 1.214 

 (1.326) (1.364) (1.291) 

年齢  -0.141 0 

  (0.0896) (.) 

業務歴  0.0108 0 

  (0.138) (.) 

男性  1.995 0 

  (2.394) (.) 

定数項 9.744*** 16.23*** 9.333*** 

  (1.350) (5.558) (0.646) 

観測数 87 87 84 

（ ）内は標準誤差 

∗ p < 0.05, ∗∗ p < 0.01, ∗∗∗ p < 0.001 
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4. 4. 小括 

 本調査における仮説は、以下の通りであった。  

 

(1) 他の職員を探すための不必要な移動が減少する。結果として、身体的負担が軽減する。 

(2) 他の職員へ気軽に応援要請/相談/確認ができるようになる。結果として、精神的負担が

軽減する。 

 

 集計結果より、（１）移動の減少および身体的負担の軽減については、仮説の通りヘッ

ドセットの導入後に歩数が減少したほか、消費カロリーも減少していることが確認され

た。その一方で、移動距離については大きく上昇がみられており、必ずしも移動そのもの

が減少しているわけではないことがわかる。ただし、今回の調査では観測数が少ないこと

もあり、移動距離の増加には外れ値が影響している可能性がある。また、心理的なストレ

スの変化については、仮説と異なり、実際には機器の導入前後でほとんど変化が見られな

かった。そのため、職員とのコミュニケーションに対する心理的負担感が軽減された状況

とは評価し難い。これは、これまでよりも気軽に連絡が取れるようになる一方で、むしろ

頻度高くコミュニケーションが行われることを負担に感じるなどの事情も可能性として想

定されるところである。実際に、ヘッドセットの導入は、半数近くの職員が職員間連絡の

円滑化したと感じる一方で、約半数程度が「変わらない」と回答している。 

 統計解析の結果からは、必ずしも統計的に優位とはいえないものの、職員の属性の影響

を考慮して推定した場合に、移動距離、消費カロリー、歩数がそれぞれ減少したが、 

SRS-18 が増加しており負の影響がみられた。このことから、機器導入によって移動に伴う

負荷の軽減に寄与する可能性が示唆される一方で、一定の心理的な負荷がかかる結果があ

らためて示唆されている。ただし、前述のとおり、本項目について収集されたデータ量は

ごく限られたものであり、後述のようにサンプリングバイアス等の影響を強く受けている

可能性も排除できない。なお、集計結果と異なり、統計解析の結果では移動距離が減少し

ている点については、観測数が少ないことに加え、ロボット介護機器導入と誤差項が相関

していることやサンプルセレクションバイアスの影響が想定される。  
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5.  コミュニケーションロボット 

5. 1. 調査概要 

5.1.1. 目的 

コミュニケーションロボットを導入することにより、利用者の精神的健康状態が好転

することが可能か、機器の導入前後を比較することで実証することを目的とする。 

  

5.1.2. 実証仮説 

次の課題/効果を想定したうえで、それに対応する評価項目を設定して実証が行われた。 

 

（１）課題 

･ 職員数が十分にいないため、利用者との会話ができていない。 

･ 大人数でのレクリエーションとなっているため、臨場感の乏しいレクリエーションと

なっている。 

 

（２）想定する主な効果 

･ 利用者の精神的健康状態の好転 

 

（３）評価項目 

･ 利用者の精神的健康状態の変化（WHO-5 を用いた職員アンケート調査） 

  

5.1.3. 実証機器 

メーカー名：富士ソフト株式会社 

機器名：パルロ 
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5.1.4. 実証施設 

実証の対象となった施設は下記のとおりである。今回、実証の対象として選定された施

設はいずれも見守り機器は未導入の介護施設である（表 5-1）。 

 

表 5-1. 実証施設一覧 

 法人名 種別 事業所名 
定員

（人） 

職員数 

（人） 
所在地 

1 社会福祉法人吉祥会 通所介護 寒川ホームデイサービ

ス 

40 14 寒川町 

2 特定医療法人社団清

心会 

通所リハビリ

テーション 

清流苑_通所リハビリ

テーション 

100 97 藤沢市 

3 株式会社 B・H・S 地域密着型通

所介護 

デイサービス太陽 8 10 横浜市 

  

5.1.5. 実証方法 

実証機器を用いる利用者/職員を選定した。選定後、機器導入前の事前調査を行われ

た。その後、機器を２週間程度使用したのち、機器導入後の事後調査を実施している。

また、効果検証や今後の施策検討の参考とするため、事業所の責任者を対象としたヒア

リング調査が行われた。 

 

（１）実証時期 

･ 利用者/職員の選定：令和 6 年 9 月下旬～10 月上旬 

･ 調査 

･ 事前調査：令和 6 年 10 月中旬～10 月下旬 

･ 上記期間中にアンケート調査を実施 

･ 事後調査：令和 6 年 11 月 

･ 2 週間程度使用の後、アンケート調査を実施 

･ ヒアリング調査：令和 6 年 12 月上旬 

 

（２）実証調査の概要 
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①利用者/職員の選定 

･ 実証機器を使用する利用者を３人選定する。一定の発話が可能な者を選定する。 

･ 選定利用者の介助を行う職員を実証対象職員として選定する。（6 人程度を想定） 

･ 対照比較を行うために実証機器を使用しない利用者を３人選定する。一定の発話が可

能な者を選定する。 

･ 実証機器を使用しない利用者の行動を観察する職員を選定する。 

 

②機器の使用 

･ 機器の利用方法を実演することで選定利用者に使用方法を理解させる。施設にいる間

は、選定利用者がいつでも実証機器を使用できる状態にする。 

･ 使用期間中は、実証機器を用いたレクリエーションを行う。 

･ 使用期間は 2 週間とする。 

 

③調査 

各種調査は、次のとおり実施された（表 5-2）。 

 

表 5-2. 調査概要 

調査名 調査対象者 実施時期 方法 調査概要 

利用者の精神的健

康状態に関するア

ンケート調査 

利用者 事前調査/事

後調査 

利用者に

接する職

員 

WHO-5 等を用いたアンケート

調査を事前/事後に１回ずつ行

う。（職員が観察して記入） 

ヒアリング調査 実証責任者 事後調査後 自記式 効果検証の評価、課題等につい

て把握するために 1 回行う。 

  

5.1.6. リスクに対する対応 

･ 利用者又は職員に危険が及ぶと介護事業所の実証責任者が判断した場合は、実証を中

止するとされた。 

 



- 58 - 

 

5. 2. 集計結果 

5.2.1. コミュニケーションロボット導入と利用者の精神的健康状態 

コミュニケーションロボットの利用者の精神的健康状態の変化を確認するため、職員に

よる観察記録形式でアンケートを行った。精神的健康状態の指標である WHO-5（5 項目 25

点満点；0 点が悪い、25 点が良い。13 点未満でうつ病疑い）を用い、コミュニケーション

ロボット利用者の精神的健康状態を導入前後で比較した（図 5-1）。導入前 14.2 点から導

入後 15.2 点と、精神的健康状態がやや改善した。平均 1 点の上昇ではあるが、コミュニケ

ーションロボット利用者の WHO-5 得点の平均点はうつ病の疑いのある 13 点付近からある

程度改善したと考えられる。 

 

 

図 5-1. コミュニケーションロボット導入前後の WHO-5 得点 
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5. 3. 統計解析結果 

5.3.1. コミュニケーションロボットの導入が利用者に与えた影響 

 コミュニケーションロボットを導入することで、高齢者の WHO-5 は 1 点増加していた

が、統計的に有意ではなかった。また、WHO-5 が 13 未満（精神的健康状態が低い状態）

の確率を 20 パーセンテージポイント減少させているが、統計的に有意ではなかった（図

5-3）。 

 

表 5-3. コミュニケーションロボットの導入が、介護事業所を利用する高齢者に与えた影響 

  非利用者 利用者 

 WHO-5 WHO-5 が 13 未満 

コミュニケーションロボット導入後 1 -0.200 

  (0.607) (0.198) 

観測数 38 38 

（ ）内は標準誤差 

∗ p < 0.05, ∗∗ p < 0.01, ∗∗∗ p < 0.001 

 

 

5. 4. 小括 

 本調査における仮説は、利用者の精神的健康状態の好転であった。  

 集計結果をみると、WHO-5 が導入後にやや上昇しており、精神的健康状態がやや改善

している様子が窺われる。また、統計解析の結果からも、コミュニケーションロボットを

導入することで WHO-5 が 1 ポイント増加しているほか、WHO-5 が低い水準にある確率

を減少させているものの、統計的に有意ではなかった。 ただし、前述のとおり、本項目

について収集されたデータ量はごく限られたものであり、後述のようにサンプリングバイ

アス等の影響を強く受けている可能性も排除できないものの、本調査の結果からは機器導

入によって利用者の精神的な健康状態の改善に寄与しうる可能性が示唆されている。 
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6.  結果の解釈にあたっての留意点 

 第２章から第５章までに述べた統計解析の結果の解釈にあたってはいくつかの留意点が

存在する。具体的には、サンプルの抽出・選択、比較群の設定の有無が、推計結果に影響

を及ぼすことが知られており、その観点から結果を解釈するにあたっての留意点について

記載する。 

 

6. 1. サンプルについて 

 今回、事業において、対象となった介護事業者等が、介護事業者等全体から見た場合に

代表性を担保しているかは検証できていない。対象となった介護事業者等に何らかの偏り

がある場合、例えば規模の大きい事業者であるなど、推計結果に影響偏りを生じさせてい

る可能性があることを否定できない。そのため、今回の「令和 6 年度介護ロボット実用化

促進事業委託」で対象となった事業所以外の事業所に導入した場合であって、その事業所

が今回事業の対象となった事業所の集団とは異なる特徴をもつ事業所であった場合、異な

る結果になる可能性がある。 

 また、観測数が少ない場合、係数の正負、大きさ、統計的有意性を変化させる可能性が

ある。今回検証した結果変数について、観測数が少ないものもあったことから、推計結果

の頑健性には限界がある。 

 以上の通り、本結果を解釈する際には、結果の代表性、頑健性に限界があることを考慮

することが必要である。 

 

6. 2. 比較群の設定 

 2024 年度の事業においては、ロボット機器を導入した施設についてのみデータ収集の対

象となったことから、介入した対象の前後のデータを対象に推計を行った。 

 その場合、ロボット介護機器導入をしなかった施設がデータに含まれていないことか

ら、ロボット介護機器導入の効果なのか、別の影響なのかが検証することはできない。 

そのため、結果がロボット介護機器導入の影響を示唆することはできたとしても、根拠と

しては限定的である。 
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6. 3. その他に結果に影響を与えることが想定される事項 

 本事業への応募自体が、施設ごとの何らかの属性と相関している可能性がある。例え

ば、施設の資本規模がロボット介護機器導入の意欲に正の影響を与えている可能性があ

る。また、過去にロボット介護機器を導入した経験の有無も、影響を与えうる。 

 さらに、法例等の制度が影響を与えている可能性がある。介護保険制度では、介護保険

法、ならびに、都道府県条例によって、人員基準がサービス種別ごとに規定されている。

そのため、人員基準が介護事業所に与えている影響を考慮する必要がある。また、本事業

は、介護事業所に単年度の費用を補助した事業である。介護事業所は、従業員数、従業員

のシフト、ケアにおけるオペレーションを短期ではなく長期的に決定していることを仮定

すると、事業の設計自体が結果に与えている影響は考慮されるべきである。 

 また、SRS-18、WHO-5 は、主観的な指標であり、ロボット介護機器導入以外の様々な

影響が考えられる。とくに、WHO-5 は、回答者が自身の状態を回答する調査票であるが、

今回は介護事業所従業員が高齢者の状況を回答していることから、調査票が想定している

回答者ではないことの影響も否定できない。主観的指標を用いるよりは、より客観的指標

を用いて効果を測定していくことが、ロボット介護機器導入の効果推定という観点からは

望ましい。 

 

 

 


